
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 事業報告書
令和3年4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人

すぎなみ障害者生活支援コーディネー トセンター

1 事業の成果
利用計画の作成とモニタリングを通じ、利用者の生活のニーズや現状を把握し、必要なサービスにつ
げたり、ケア会議を行い支援の方向性を確認、修正したりすることで、利用者のQOLの 向上やサービ
利用の効率化に寄与している。
一方、作成した計画の数に応じて収入が決まるため、利用者に対する丁寧な関わりと事業運営の間で
大きな悩みを抱え続けてきた。しかし、寄付や借入の形で収入を支えてきたことにも限界がきて、今年
をもって相談支援事業所は閉所する事となった。そのため、他事業所を探し利用者にできるだけ負担のカ
からない形で引き継いでいった。
障害者人間 ドックは、病院の受け入れ態勢維持が難しくなってきており、年 1回の実施となっている。
事業継続についても、病院としての難しさが聞こえてきており、なんとか継続の道を探っている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

計画相談事業

サービス等利用計画の作成
とモニタリング

閉所に向けて相談支援事業
所を探し、引継ぎを行う。

4月 1
月 31

日

日

3
当センター及
び杉並区内を

中心とする各

所

3人

障害当事者及
びその家族や
支援者
約 70名

6548

障害者の地域
生活を支える
ためのネット
ワーク構築事
業

福祉施設、障害者支援機
関、支援者等をつなぐネッ
トワーク構築事業

相談と別事業ではなく、相
談を受ける中でネットワー

クが構築されていく

4月 1日 ～ 3
月 31日

杉並区内を中
心とする各所

3人
障害当事者及
びその家族や
支援者

0

安心な地域生

活のための障
害者人間 ドッ
ク事業

佼成病院の協力のもと、知
的障害を持つ人でも受診で

きる人間 ドックを行 う。

令和 3年
1月 4日

佼成病院健診
センター

3人

杉並区内に住
む 30歳以上
の知的障害者
8人が受診

30



令和3年4月 1日 ～令和4年 3月 31日

(経常収支の部)

: 経常収入の部
1 会費・入会金収入
年会費収入
賛助会費収入

2 事業収入
(1)相談支援事業収入
(2)ネ ットワーク構築事業収入
(3)情報提供と人材育成事業収入

3 補助金等収入
地方公共団体補助金収入
障害慰労金
職業安定局助成金

4 寄付金収入
寄付

特定非営利活動法人

立:童[差:雛::豊i塁生盤整 1量三三 :生盪 :二L土 ンター

2,568,453

10,000

4,000,

5 その他収入
利息収入
税金還付

10,000

3,327,275

0

6 借入金

経常収入合計

I I経常支出の部
1 事業費
(1)相談支援事業費 (通勤定期含む手取額)
①相談支援事業

②情報提供事業

(2)ネ ットワーク構築事業費

①支援機関をつなぐネットワーク構築事業

②障害者人間ドック事業
③権利擁護のためのセーフティネット
(3)情報提供と人材育成事業費

2 管理費
役員報酬
事務局補助員人件費(交通費含む)
社会保険  (総額)
労働保険  (総額 )
源泉徴収税

事務所賃貸料
損害保険料
光熱水費
文具・雑貨
通信費
活動交通費
研修費・団体会費
印刷製本費
宣伝費
什器備品費
福利厚生費
会議費
減価償却費
交際費
振込手数料
コンサルタント費

経常支出合計

経常収支差額

■■|||||■―
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都税

0

0

1,090,230
47,719
70,200
70,000
1,721,291
6,870
100,979
3,763
271,703
6,838
6,000
520
0

12,278
4,000
0

0

0

10,231
0

科
日

】 金 額

3,422,

令和3年度 会議収支計算



皿 その他資金収入の部
1 固定資産売却収入

その他の資金収入合計
Ⅳ その他資金支出の部
1 固定資産取得支出

その他の資金支出合計

当期収支差額

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

(正味財産増減の部)
V 正味財産増加の部
1 資産増加額
当期収支差額 (再掲)
備品
2 負債減少額

増加額合計

Ⅵ 正味財産減少の部
1 資産減少額
当期収支差額 (再掲)(マイナスの場合)
備品
2 負債増加額

減少額合計

当期正味財産増加額 (又は減少額 )

前期繰越正味財産額

△ 201,437

△ 414.111
△ 615.548

△ 201,437

0

△ 201,437

△ 201,437

△  481,579
△  683,016
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130,879

130,000

90,330

70,000

35,522

0

19,590

215,442

24,850,000

0

24,850,000

25,065,442

8792

∠:ゝ 20,834,536

△ 3,970,027

△ 24,804,563

260,879

△ 24,804,563

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金 (社保 )

未払税 (法人税 )

未払費用

保険・更新料準備金

預り金 (1～ 3月 分源泉)

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 純資産の部

前期繰越利益

当期繰越利益

正味財産合計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

I 資産の部

2 固定資産
土地

建物

備品

敷金

2 固定負債
短期借入金

退職給与引当金

流 動 負 債 合 計

1 流動資産
現金および預金

未収入金

流 動 資 産 合 計

令和4年3月 31日 現在

特定非営利活動法人

すぎなみ障害者生活支援コーディネー トセンター

(単位 :円 )

科
日

［ 金 額
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令和3年度  計算書類の注記

営利活動
み障害者

法人
生活支援コーデレネートセンター
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特
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重要な会計方針
計算書類の作成は、東京都指定のNPO法人「活動計算書」書式を用いた現金主義によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
低価法を原則とするが、当法人活動においては、対象品目が無い。

(2)固 定資産の減価償却の方法
耐用年数に基づく定率法。

(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金
制度として定めていない。
。家賃更新料引当金

毎期、定額賃料の0.625ヶ 月分の積み立て金として引き当てている。

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理
核当する物が無い。

(6)消費税等の会計処理
税込み処理を行っている。

2.事 業別損益の状況

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

0

10,000
0

2,568,453
4,000,007
6,578,460 6,578,460

3,357,275
0

1,141,949

4,499,224 4,499,224

0

6,838
0

0

0

0

6,838 2,273,835 2,280,673
4,506,062 6,779,8972,273,835

△ 201,437

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
その他
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



内 容 期首残高
湿
〓 期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費 と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

なし。

７
１

8

科 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

130,000

130,000

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 日 期首残高 期借入 期返済 期末残高
21,150,000 4,000,000 25,150,000借入金

合計 21,150,000 4,000,000 25,150,000

科 目

計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



令和4年3月 31日 現在

特定非営利活動法人

すぎなみ障害者生活支援コーディネートセンター

(単位 :円 )

130,879
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260,879

90,330

70,000

35,522

0

24,850,000

0

19,590

24,850,000

130,879

215,442

1 000

25,065,442

-24,804,563

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
短期借入金

未払金

未払税

未払費用

保険 。更新料準備金

預り金

源泉徴収

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

I 資産の部
1 流動資産
現金予金

現金預金

未収入金

未収会費

2 固定資産
土地

建物

備品

敷金

資 産 合 計

2 固定負債
短期借入金

退職給与引当金

科
口

Ｈ 金 額



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人

すぎなみ障害者生活 コーァィネー トセンター

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

回以・  ′

ワ答
下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )氏   名

1

/~ヽ

建:り。監事
jr /":I^ i > 3年  4月  1日

4年  3月 31日

年

年

月

月

日

日江副 新

2
/~ヽ

マ墨:ヲ 監事
ワダ シンペィ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年

年

月 日

日月和田 新平

3
′
~ヽ

暖ヲ 監事
サルタマサアキ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年   月   日

年  月  日猿田 正明

4 監事

タマオキユキオ 3年  4月  1日

4年  3月 31日

年   月 日

日年 月玉置 幸雄

5
/´ヽ

R讐勢 監事
バンノコウイチ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日坂野 弘

6 (理ヨ
ソ
監事

ミヤザキセイ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年

年

月    日

月   日宮崎 清

7
/~ヽ

リ 監事

モリサ トシ 3年

4年

4月  1日

3月 31日

年

年

月   日

月   日森 郷

8
⌒

鯉誓升監事
アカヒラマモル 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年   月   日

年 月 日赤平 守

9 ・監事

マエキヒデノリ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日前木 秀規

10
サクライタケオ 3年

4年

4月  1日

3月  31日

年   月   日

年   月    日櫻井 健雄

⌒

理事・鰻ぜヲ



設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

氏    名

1 赤平 守

2 前木秀規

3 江副 新

4 江副郁代

5 猿田正明

6 玉置幸雄

7 玉置政子

8 坂野弘一

9 宮崎 清

10 和田新平

11 森 郷

特定非営利活動法人
すぎなみ障害者生活支援コーディネー トセンター


